












近年、身体障がい者(以 下、障がい者とする)が マスコミ等に取 り上げられる機会が増えた
ように思 う。例えば 「五体不満足」の著者乙武洋匡P氏 や 「車椅子の花嫁」で有名な鈴木ひと
み氏z)らはみな同様に社会的認知度が高い。彼 らに対する一連の評価 として 「資質や才能に恵
まれていた」や 「生活環境(社 会保障含)が 整備されていた」「障害を克服 した」等があげ られ
る。
彼 らは 「障がい者の中の成功者」として、あるいは 「健常者」が彼 らの活躍を目にすること
で励 まされる対象 となって、しばしば語 られる。しか し、このことは障がいのある本人の思い
とは乖離 しているケースが多い。
本研究は、上記のような障がい者の特殊な成功例や生活環境などに着目するのではなく、そ
の障がいの程度が重いゆえに 「社会復帰」や 「社会参加」が困難といわれている障がい者、 と





る依存感に悩んでいると思われる。その背景には、自身では何 も変化 を生み出せないことか ら
くる 「無力感」を感 じなが ら生活 していることにある。この 「無力感」 を感 じ続けることは、
やがては 「自己選択」と 「自己決定」を下すことへの積極性を失い、自己の権利や権益を主張
す ることす ら放棄した 「被支配的依存心」を生み出すことになる。このような状況を 「個人の
資質や能力の向上努力の放棄の結果」として捉えるか、「パワーの欠如状態(powerlessness)4)」
として捉えるかでは、たとえ状況が同じでも 「支援」のあ り方が大 きく異なる5)O少なくとも
前者の捉え方は社会福祉の援助技術では用いない。
本論のめざす自立支援のあり方 とは、援助者が障がい者の資質と努力の中に 「金メダル」 を
獲得する能力をトレーニングするようなアプローチではな く、障がい者が 「主体的」に 「自立
生活」の確立を目指すことを可能にするための支援のあり方を模索するものである。
なお、本論のいうところの 「障がい者」 とは、社会福祉の対象者や社会的弱者 という認識で
はない。福祉サービスの利用者や医療依存度の高い障がい者=「 クライエント」 としてで はな
く、地域で共に生 きる障がいのある人=「生活者」 として認識 している。
また、用語についてだが、従来の 「障害者」ではなく 「障がい者」という表現を用いた。こ
れは 「害」の意 として 「差し障 りのあること」などのネガティブな要素が含まれることと、障
がいがあることを 「共存 しているにすぎない」「同じ人間として何らマイナス要素ではない」 と
いうことを強調したいがためである。(但し、関係団体の名称や法規の表現等で一部 「害」 をそ
のまま使用する場合がある。)






番目が 「経済的に自立 していること」、3番 目は 「職業についていること」であった。
一般的なこの言葉の使われ方 として、若者が親の扶養を離れ、実際に独居生活を始めた時や、
医療機関においてリハ ビリテーションを受けた障がい者が、障がいの精神的受容を経て 「身辺












しか し、 ここで取 り上げる 「自立」 とは、この伝統的な自立の助長 と更生の援助を目的とし
た従来の理念に立脚する概念 とは性格 を異にす るものである。すなわち、個人の自由意志に基
づ く 「選択 と決定」に依拠 した日常生活を、必要に応 じて生活保護や福祉サービスの利用 しな
が ら確立 していこうとすることである。それは 「依存すること」を前提 として 「主体的生活者」
としての個人を確立 していく過程として捉えていくものである。
2.自 立生 活 の確 立 を求 めて 一エ ンパ ワメ ン トの視 点 一
自立生活を希望する者にとって、個人の意志や資質、適応能力、ワーカビリティー等が自立
生活実現の鍵を握るものだが、それ らに相対 して 「環境整備(社 会保障、住宅、福祉機器、介
助者の確保等)」「周囲の理解」が必要となる。「自立生活」 とは本来、 自己の選択と決定そして
責任によって実践される性格のものであ り、そのどちらか一方だけの整備で実現するものでも
ない。また、実践力=パ ワー 自体は周 りか ら付与されるものでもない し、個人努力だけを理由
にして成立すべきもので もない。すなわち、 自立生活とは 「周囲を巻 き込んで個人が獲得する
権利」であると筆者は考えている。
「周囲を巻 き込んで」 という表現 は、はなはだ誤解を招 く恐れがあるが、一般的な社会生活
を送る健全者 と表現 される人々の中で、社会と何ら全 く役割関係 も持たず、人間同士が関わ り





場合、その障がいが重いほど 「要介助者=援 助を受ける者」 としての役割価値が高 くなる。 こ
の 「要介助」の部分だけを考えると 「自立生活」 とはかけ離れたイメージが想起される。 さら
にリハビリテーションの考え方を導入した場合 「介助量の軽減」といった目標の設定が、障が
い者を 「クライエ ント」 として捉えることになる。このような受動的支援は、障がい者に対 し
て 「社会生活力(socialfunctioningability)」付与のスタンスであると同時に、自立困難な者に













例の場合の障がいレベルでは 「納期が遅れること=収入減=ビ ジネス価値が低下する」 ことに
なる。この事例のエンパワーが必要な部分は 「自らの残存機能を駆使 してワープロ入力 をする
こと」なのだが、この部分をいわゆる 「外注」にまわすことで仕事を成立させていこうという
のが 「自立生活」のエンパワー的視点なのである。つまり、 ワープロ入力をしてくれる者に対














3.自 立支 援 の あ り方
障がい者の生活障害を改善 したり克服することは、本人、家族、社会にとって困難な作業で







助」 という受け身的な考え方に拠るものとは異なり、あ くまでも障がい者 自らが 「依存的存在」
から主体的な生活を営む 「自立的存在」 として変容 していくことを意味している。この点につ
いては平成15年4月より始まる利用者本位のサービス提供 を掲げた 「支援費制度」の考え方に





障がい者が 自立生活 を営む上で最 も重要な作業は、「情報」の収集 と活用である。「情報」と
は、自ら自立生活に必要な知識、技術、技能等を修得するためのもの、また、それらを主体的
に活用 して自分 自身のQOL向上や社会参加 を促進させるために役立たせるために必要なものを
意味する。本節では特に障がい者の 「情報利用」による自立及びQOL向上と、それを実現する
支援のあ り方について 「情報技術」の観点から述べ る。
<事例1>情 報が適切に提供 されなかったケース13)
[N氏1964年生(受 傷時24歳)C4完 全 男性]
1家 族構成 両親、祖母、本人(Hl2までは妹同居)
2受 傷原因 交通事故により第4.5頸 髄を損傷(平 成元年3月)
3ADL全 介助 電動車椅子利用(顎 と後頭部で操作)
4生 活環境 室内はバ リアフリーとなってお り、車椅子等への移乗は天井走行型 リフトを利
用。TV、エアコン、電動ベ ッド等の操作は呼気式の環境制御装置(ECS'4})使用。
5経 緯 病院退院後、約10年間家族(両 親、妹)の 全介助(食 事、更衣、移乗、通院、
入浴、排泄等)に より在宅生活 を営んでいたが、平成12年7月、主介護者の入
院(母)に より約4週 間在宅生活が困難 となる。県内の重度身体障害療護施設










火 訪問看護(1人)訪 問ヘルパー(1人)に よる排便、入浴
水 訪問歯科の往診
木 身体障害者デイサービスセンター利用(入 浴なし)









ったり、C'TT.から情報 を収集 した りして自立生活(一 人暮 らしの方法)を 模索
中である。
事例1の ような例は決 して特異なものではない。TVや 新聞、書籍等各種メディアが どのよ
うに進歩 しても、そこか ら発信 される情報を選択、活用するか どうかは個人の問題である。個
人がそれらに関心を示すことがなかった場合、あるいは活用する術を持たなかった場合は、ま





第1に は、発信側(情 報の送 り手)と 受信側(情 報の受け手)の 「双方向」での情報通信が
可能なことにある。電子メール等にも代表される送受の機能はネットワークを通 じて常に新 し
いコミュニケーションを創 り出し、まった く従来の概念 と異なる相互依存関係を構築すること
ができる。相互依存関係とは 「どういう役割が果たせるか」「どういう役割を果たすことを期待
されるか」 ということを意味 している。これは、自立生活 を営む障がい者がそれを目指す者に
対 して有益な情報 を流すことのみならず、受ける側の送信側 に対する役割期待によって、送信
側のさらなる発展の可能性をも引き出す高度なコミュニケーションである。
第2に は、日常生活の補完機能である。電子商取引(e一 コマース)に代表される新 しい経
済活動は、街での買い物等移動が困難な障がい者に大 きな利便性と自ら選考する楽 しみをもた


















ワークと褥創対策による座位時間の確保)、② 「ノー トパソコンを活用 したベ ッドワーク」(ベ
ッド上での知的生産活動)、③ 「知的生産活動の基盤 としての自立生活の確保」(公的ヘルパー










このような取 り組みの必要性を、地域社会 とりわけ医療 ・福祉現場で、未だその重要性を十
分認識されていないことが大きな問題である。
(2)介助による支援 一AssistiveTechnologyServicesの視点から一






を受ける側)の 意向を重視 したものであることが大前提であ り、さらに就労や余暇といった社
会生活全般 を保障されることに在宅福祉の本質がある。 自立生活を目指 し、積極的な社会参加
を望んでいる人々は、障がい者に主体 を置いた 「介助」 という言葉を意識的に用い、当事者が




護者亡 き後」の自らの進退窮まる状況の予防安全策 として、 自立生活支援を捉えることが重要
となって くる。 このような背景をもとに、障がい者の権利を損なうことなく 「介助」を支援す
る方法について工学的な視点から述べる。
<事例2>工 学的支援を活用 したケース22)
[Y氏1977年生(受 傷時20歳)C5完 全 男性]
1家 族構成 両親、祖母、本人(兄、妹別居)
2受 傷原因 飛び込み失敗により第4.5頸 髄を損傷(平 成9年8月)
3ADL全 介助1部 自立 電動 ・手動車椅子(非 実用 レベル)
4生 活環境 室内はバリアフリーとなってお り、車椅子等への移乗は床置走行型の リフ トを
利用。TV、 エアコン、電動ベ ッド、換気扇、照明、電話等の操作 はタッチパ
ネル式の環境制御装置(ECS)を使用。パソコンはトラックボール式マウスで
操作
5経 緯 障がいについて否定的で退院後のビジョンについても消極的だったがリハ ビリ
















7そ の 他 入院時の心境について 「あの頃はやるきがなかった」 とCIL関係者(ピ ア)に


















(CenterForAssistiveTechnology:以下CAT)の取 り組みである。CATでは高齢者 ・障害者等 日
常生活を営む上で何 らかの障害がある者に対 し、サービスを提供 している。主な支援メニュー
として、①身体機能障害に関するもの(座 位保持、補装具、機能回復)② 環境制御に関するも
の(ECS)③移動に関するもの(手動、電動車椅子等の改良開発)④ コンピューターアクセス
に関するもの(キ ーボー ド、マウス等の改良)⑤ レクリェーシ ョン、余暇活動 に関するもの
(遊具等の改良)⑥ コミュニケーションに関するもの(文字版や音声 ワープロ等)⑦建築環境に
関するもの(住 宅改造、職場 ・学校環境の改善)⑧ 感覚に関するもの(視 覚 ・聴覚障害の補完
用具の改良 ・開発)⑨ 交通システムに関するもの(手 動運転装置や公共バス等の車椅子固定シ
ステムの改良開発)⑩ 特殊な用途に関するもの(介 護支援ロボットや特殊装具)が 挙げられ、
利用者のニーズによって最適化されたチームを組んで問題解決に取 り組むシステムである。利
用の流れは、「利用者ニーズ」 一 「スクリーニング」 一 「問題別評価」一 「設備の準備」一 「訓















































































[H氏1970年生(受 傷時23歳)C5完 全 男性]
1家 族構成 本人1人 暮らし(両親、妹夫婦は近所在住、兄別居)
2受 傷原因 交通事故により第4.5頸 髄を損傷(平 成5年12月)
3ADL全 介助1部 自立 電動 ・手動車椅子(非 実用 レベル)
4生 活環境 住宅は本人専用設計の一戸建 てバ リアフリー住宅。車椅子等への移乗は天井走
行型のリフ トを利用。TV、 エアコン、電動ベ ッド、照明、電話等の操作は手
指の残存機能を使って操作(一 般用 リモコン使用可)。
5経 緯 リハビリ病院入院中に自立生活センター関係者(障 がい者)に バ リアフリー住








月 ・木 訪問看護(1人)に よる排便、入浴等
日 家族による介護(主 介護者 母)
※2Mで 通院リハビリ 有償ボランティアと外出
7そ の 他 ホームヘルパー、訪問看護の早朝、夜間、 日・祝 日派遣の要望を出すこと、有
償ボランティアで頼める人を増やす、家族介護 を減らしてい くこと、収入の確
保、自立生活センターの組織力の強化が今後の課題(優 先順)。





味し、その支援ための要件は 「主体性を持ち、主体的に生活 を行 うという意識をもたせること」
と 「実践的に周囲の情況に働 きかけていく個体的な行為者 として変容したい という願いが適え
られること」となる。






しかし、このような手法の必要性は障がい者 自らが利用 してみたいと思わない限 り意味を為
さない。あ くまでも自己の主体形成そ して自立生活の確立への道を共に歩む 「カウンセラーと
クライエン ト」 という関係の成立が前提 となる。わが国のピアカウンセラーの場合、障がい者
の教育環境整備が遅れたことも原因となり、一般的なカウンセラー(臨床心理士等)と 比較 し
て量的にも質的にも大 きな問題を抱えていると思われる。谷口明弘27)は厂カウンセラー とクラ
イエ ント」 という立場にこだわることは、その専門家イメージが利用の障壁 となると指摘 し、
「ピア ・サポー ト」という言葉が本来の障がい者支援に当てはまると述べている。
障がい者が、自己選択 と決定に基づいた自立生活 を構築するためには、前述のような側面的
支援 もさることなが ら、 自らが率先 して主体形成に取 り組む必要がある。以下にその要件を挙
げてみる。
第1に は、医学的に 「自らの障がいを正 しく認識する」 という事である。 自立生活を営むた
めの基本的な条件は、障がいをもっていても、「良好な健康状態を保つこと」が大切である。 自
らの健康状態を管理することは、最 も重要な要件であ り、 さらに自らの将来的に起 こ りうる
様々な疾病や障害の予防にも繋がる。









されない と、個人の性格や行動の問題であること等について 「障害に対 しての偏見だ」との二
重の過ちを犯すことになる。これでは自立生活の実践 どころか、やがて自らを孤立化 させてし
まうことになりかねない。
第4に は、「自らの可能性を信 じること」である。障害をもつことは他者か ら偏見や差別を受
ける可能性が高いが、それは個人の受け止め方次第なのである。「自らの人生のあ り方は他者に
よって決定 されるものではなく、 自らの信念 と責任をもって営まれるもの」であり、他者の言





利であって、何人もこれを侵害することは許されないのである。この 「人権 とは何か」を正 し
く認識することは、自分が人間として正 しく扱われているかの判断基準 となる。不当な扱いを
受けていることがわかってもただ闇雲に我慢する必要 はない。不当な扱いに対 しては 「一人の
人間として生 きるための権利」を主張 してい くべきである。
おわりに
本研究の目的は、多 くの障がい者が希求する自立生活の中身を検討した上で、障がい者 自ら
が主体的に取 り組むために必要な支援技術 とは何かということを検討することであった。 とり
わけ第3章 で述べた 「情報支援」、「介助支援」、「主体形成のための当事者支援」については、
全ての障がい者が個々の自立生活に主体的に参画するための重要な要素であるとともに、今後




帯を伴 う社会、個人の相互努力によって乗 り越えていこうとする困難な取 り組みでもある。
「役割を与えられたとき、人は輝 く」惣万佳世子28)の言葉である。自立支援とはこの 「役割」 を
見いだすために個人が辿ってい く道のりに必要な 「働 きかけ」なのかもしれない。障がい者が
自らの役割を見いだせるよう支援することの重要性を、援助者は強く認識すべ きである。
〔引用 ・注 〕
(1)乙武 洋匡 「五体不満足」の著者 現在はスポーツキャスターも務める











ベ ッド環境の工夫で、寝返 り、起きあが りの介助が
楽になる。手関節固定の自助具で食事、書字が可能

















































(26)「エ ンパワーメント実践の理論と技法」小田兼三、杉本敏夫 久田則夫編著 中央法規 第8章
ピァカウンセリングとピアサポー ト148頁
(27)前掲書149頁
(28)NPO法人 「このゆびと一まれ(富 山県)」代表 惣万佳世子氏の言葉
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